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、 蕪1コ ンピュータとコミュニケ ーションの 融合 《C&C》 の もと、最 新 のアーキテクチャを駆 使 し、
灘・　 1数 々の 先 進 技 術 を採 用 して時 代 の 多様 なニーズ に応 えています。

NEC口 本 電 気 が 世 界 に誇 る通 信 技 術 や

電 子デ バ イス技 術 に、最 新 の アー キ テク

チ ャを駆 使 した世 界 最 高 速 の スー パ ー コ

ン ピュー タ 《SX-2》 。ここで 実 証 した 先 進

技 術 の もと、 多 彩 な機 能 と柔 軟 性 の あ る

ソフトウェアを備 えたNECコ ンピュー タは 、

それ ぞ れ優 れた 性 能 が 高 く評 価 され 、さま

ざまな分 野 で 今Uも 重 要 な働 きをしています。

●世 界 最 高 速 の 〈ス ーパ ー コンピュー タ>

SX-IE、SX-1、SX-2

●世 界 最 大 を頂 点 とした 〈汎 用 コンピュー タ>

ACOSシ ステム250、4「0、350、430、450、550、

610、630、650、750、850、950、1000、1510、

1520、1530、[540、2010、2020、2030、2040

(中 ・小 型 ～ 超 大 型)

●基 幹 業 務 ・パ ー ソナ ル 業 務 を統 合

くオ フィス プ ロセッサ>

NECシ ステム8VS口 、5018VS、100〆38VS、

10048VS、|00i58VS、150/68VS、

150/78VS、150/88VS

■分 散 処 理 ・部 門 業 務 ・パ ー ソナル 業 務 を統 合 ●OA複 合 機 能 の くオ フィス ター ミナル 〉

〈オ フィス プ ロセッサ>N6300モ デ ル55

N6500●OAの 先 端 で 活 躍 す る〈ター ミナル>

e17イ ンチ の 大 画 面 イン テ リジ ェントター ミナル

〈ア ドバ ンス ト オ フィス ワー クス テ ー ション〉 デ ー タエ ン トリター ミナル

N5300業 種 別 専 用 ター ミナル

●先 進 の16ピ ント〈パ ー ソナ ル コンピュー タ〉 業 務 別 専 用 ター ミナル

PC-9801U2、PC-980iUV2、PC-9801VF2、 ●世 界 初 、

PC-9801VmO、PC-9801Vm2、PC-9801Vm4、 〈音 声 日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ>

PC-98XA、N5200モ デ ル05mk口 、 文 豪VWP-103モ デ ル2

N5200モ デ ル07WS、N5200モ デル07●OAの 日用 品 、

●洗 練 の8ピ ント〈パ ーソ ナル コンピュータ 〉 〈日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ>

PC-600imkllSR、PC-6601SR、 文 豪minl3、mlni5、mlnl7E、5N互 、

PC-8001mkHSR、PC-8201、5V、7D、15D、25D、N6308-IO

PC-8801mkロFR、PC-8801mkHMR、 ●効 率 的 、経 済 的 、高 速 な

PC-8801mk■TR、 〈ロー カ ル エ リア ネットワー ク〉

●FA/LA分 野 で 〈ファク トリコンピュー タ>C&C-NETLOOP6770/6525他

FC-9801、FC-980|VC&C-NETBRANCH4670/4680他

●〈分 散 処 理 専 用 コンピュータ 〉の エ ースC&C-NETSTAR2400/2800他

N4700分 散 処 理 システ ム ●OAシ ステム を 包 含 した

●32ビ ットの 〈スーパ ー ミニコン ピュー タ〉 ネ ットワー クア ー キテ クチャ<DINA>

NECMSI35、175、190C&C光 ネ ットワー ク システ ム

●低 価 格 の 〈高 性 能 ミニ コン>C&Cネ ットワー ク構 成 機 器

NECMS8モ デル3C&Cネ ットワー クソフ トウェア

Z》ECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お問 合 せ は:情 報 処 理 ・宣 伝

TEL(03)454-ll|1(大 代 表)
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JE㏄ は国産コンピュータを通じて

社会に貢献します

国産電子計算機 をレンタルする

日本電子計算機株式会社

東京都 千代 田区 丸 の 内3-4-1新 国際 ヒル5F

tWIOOTELO3(216)3681(代 表)
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JS口 はソフ トウェア業界の技術力を結集 し、

共同して幅広いシステム開発 に取り組んでいます。
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JIPDECジ ャ ーナル

COVTENTS

〈特 集〉

ナレッジ・エンジニア教育の現状

〈インサイド・レポート〉

分 散 処 理 シ ス テ ム

〈海外の話題〉

米国におけるデータベースの動向

〈デー タバ ンク〉

情報技術標準化の推進に

関する第2次 建議について

〈会員サロン>

OA化 推進の中核的機関として

実務的な視点から事業を展開

竹 田 昌弘 ・・

滝沢 誠

山鳥 雄 嗣
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工業技術院標準部・一 ・⑳

鈴木輝太郎28]

■JIPDECだ より 國
■編集だより

■最近の報告書 ・刊行物ガイド 表3



特 集

ナ レ ッ ジ ・エ ン ジ ニ ア教 育 の 現 状

日本ディジタルイクイップメン ト㈱

人工知能技術 センター 竹 田 昌 弘

最近,人 工知能 を応 用 したシステ ムを開発 す る

エ ン ジニ アと して,ナ レ ッジ ・エ ンジニア とい う

名前 がよ く聞 かれ るよ うになって きたが,実 際 に

ナ レッジ ・エ ン ジニ アを養成す るた めには どの よ

うな教育が必要 とな るのであ ろ うか 。ここでは,ナ

レ ッ ジ ・エ ン ジ ニ ア の 養 成 につ い て,実 際 に

DEC社 内 で実施 され て い るナ レ ッジ ・エ ンジニ

アの養 成 コースの内容 を中心 に説明す る。

ナ レッジ ・エ ンジニ アの教育 につ いて説明す る

前 に,ま ず ナ レッジ ・エン ジニ アとは どのよ うな

種 類の技術 者の こ とを指 してい るのか とい うこと

を,少 し説 明す る。 ナ レ ッジ ・エ ンジニア とは,

一 言で い うとエキスパ ー ト・システムを構築 す る

技 術 を持 った新 しい タイプの エ ンジニアの ことで

ある。エキスパー ト・システムというのは,最 近

いろいろな分野で実用化がすすめられている人工

知能の応用システムである。エキスパー ト・シス

テムは1950年 代末か らは じまった人工知能研究

の歴史のなかで1960年 代の末期 に初 めて生 まれ

た考 えかたであり,人 工知能技術の中で も,現 在

もっとも実用化に近い ものである。 このエキスパ

ー ト・システムは,人 間の専門家が永年の実務の

上で得 た専門的な知識や経験則などを計算機に移

植 して,従 来,計 算機には処理不可能であると思

われていたような新 しい分野での計算機の利用方

法 を提供するものである。従来の人工知能が常識

などの一般的な知識 を含んだ人間の知的な作業を

目的として研究開発 をすすめてきたのに対 して,
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エキスパ ー ト ・システムは常 識 のよ うな一般 的な

知識 は対象 とせ ず,人 間 の知 識 の うち専 門的 な部

分 だけ を対象 として,そ の対象 とした問題領域 に

関 しては,人 間 と同程度 あ るい は,人 間以上 の能

力 を発揮 す る ことを目的 としたシステムで ある。

対象 をあ る一定 の領域 に絞 りこん だ ところが,従

来 の人工知 能 と違 うところで あるが,こ の ために,

実 際 の実 用 とい う面で は,非 常 に現実的 な もの と

なってい る。 しか し,エ キスパ ー ト・システムの

プ ログラム自身 は,従 来型 の プログ ラム と全 く異

なる もので はな く,使 用 す る計算機 に関 して も特

別 な機 能の追加 は必 要 がない。従 って,従 来使用

していた もの と同様 の計算機 を用い て,従 来使用

して いた ソフ トウエ アと,エ キスパ ー ト・システ

ム とを組 み合わせ て利用 で きる点 もエキスパ ー ト

・システ ムの利点 であ る。

エキスパ ー ト・システム と従来 型の ソ フ トウエ

ア との大 きな違 いは,開 発手法 の違 いで あ る。エ

キ スパ ー ト・システ ムは,専 門家 の知 識 や経験 則

を移植 して実現 す る もの であるが,専 門家 の知識

に は,い ろい ろな レベルの ものがあ る。つ ま り,

教 科書 のよ うに文章 化 され一般 的に内容 が認 め ら

れ,だ れで も比 較的容 易 に入手 す るこ とが可能 な

種類の知識 もあ るが,専 門家 の仕 事 とい うものは,

この よ うな種 類の知識 のみ によ って な されてい る

わ けで はない。無意識 に使用 してい る経験的 な知

識 の複雑 な組 み合 わせ に よって されてい る ことの

ほ うが普通 であ る。 この入手 しやすい種類 の知識

情報 とい うもの は,問 題 分析,仕 様決 定,開 発 ・

検査,実 使用 とい う従来 の ソフ トウエ ア開発手 法

では,完 全 に吸収 す るこ とは,非 常 に困難な こと

であ る。なぜ な ら,こ の よ うな知識情報 とい うも

の は,ソ フ トウエ アが完成 した後 で、専 門家 が実

際 に使 ってみて ちょっと違 うな,と い うよ うな こ

とによ ってみつ か って くる もの だか らであ る。 こ

れ は,従 来 の ソ フ トウエア開 発手法 では,開 発中

の修正 ・変 更,あ るい は,現 場か らの フ ィー ド・

バ ックを受 け入れ る柔軟性 が欠 けて いたか らであ

る。エ キスパ ー ト ・システムの構築 では,開 発段

階での手法 が全 く異 な って い る。エ キスパ ー ト・

システムを開発す ると きには,初 めか ら必 要 な情

報が手 にはい る とは考 えず に,ま ず手 にはい る情

報だ けで問題 の一部 分だ けで も解 決 で きるシステ

ムを開発す るの であ る。 これ を プロ トタイプと呼

ぶ。 あ とは,こ の プロ トタイ プを実際 に使 用 しな

が ら,さ らに必要 な知 識 を追 加 して い くことによ

って,段 階的 に開発 が進 んで い くのであ る。 エキ

スパー ト・シス テム と従 来手法 との大 きな違 いは,

プ ログラ ミン グ技術的 な もので はな く,一 言 でい

うと開発形態 の違 い であ るとい うことが で きる。

エキ スパ ー ト・システ ムは,人 工知 能の技術 を

用 いてすす める新 しい手法 であ るので,こ れ を実

現す るためには,従 来 のソフ トウエアIl学 的な 手法

だけではな く,人 工知 能 の知識 を含 んだ新 しい ノ

ウハウが必 要 と され る。 これ をま とめた学問 が知

識工 学(KnowledgeEngineering)で あ る。 ナレ

ッジ ・エ ンジニア とはこの知 識工学 の手法 を習得

した技術 者の こ とで ある。 すなわ ち,ナ レ ッジ ・

エン ジニ アは従来 の ソフ トウエア工学 の ノウハ ウ

と新 しい人工知能技 術 な どの ノウハウを持 ってい

3



る必 要が ある。 また,ナ レッジ ・エン ジニ アは略

してKEと 呼 ぶ こと もあ る。

最近 で は,こ の エキスパー ト ・システ ムが,専

門家 の知 識 を移植 して実現 す るシステ ムで ある こ

とか ら,従 来人間の経験的 な要素の頼 ってい た様

々な分野 で利 用の 可能性 があ るとい うことや,現

在よ りも高度 に計算機 を利 用す るこ とによ って生

産 性 を 上げた り,製 品 の品質 を均 一に した いな ど

とい う希望 が 多 く,エ キスパ ー ト・システムを導

入 したい とい う要望 が非常 に高 まってい る。 しか

し,実 際 にエキ スパー ト・システムを構築す るた

めの技術 を身 に付 けた技術 者 であ るナ レ ッジ ・エ

ンジニアの数 は,ま だ非常 に少 ないのが現状 で あ

り,こ の要望 にすべ て応 える ことは不可能 であ る。

このよ うな ナ レッジ ・エ ンジニ ア不足 の状態 は日

本 だ けで はな く,人 工知能 の分野 では先進 国 であ

る米 国で も程度 の差 はあ るものの,同 じで ある。

この よ うな現 状の もとにナ レ ッジ ・エ ンジニア養

成 の必要性 が叫 ばれ てい るわ けであ る。 ところが,

この ナ レッジ ・エ ンジニ アの養成方 法 とい うこと

にな る と,エ キスパー ト ・システ ムの構築手 法 と

い うもの 自身が まだ完全 には体 系化 されてお らず,

い わ ば職 人的 な努力 によってエ キスパー ト ・シス

テムが開発 され て きてい るので,体 系 的な ナレ ッ

ジ ・エ ンジニア教 育の方法 も明確 でな く,ナ レ ッ

ジ ・エ ンジニア教 育の必要性 の高 ま りに対 し,実

際 の教 育 はす すんで いなか った とい う事実 がある。

そ して,最 近 にな って や っとエキスパ ー ト・シス

テ ムを構築す るため の技 術 と して,知 識工学 とい

うものが少 しずつ体系化 され,ナ レ ッジ ・エ ンジ

4

ニ アの教育 につい て も米国 におけ る企業 内な どで

の経験の 蓄積 の結果,あ る程度 ナ レ ッジ ・エ ンジ

ニ アに必要 な知識 や素 養な どが明確 に なって きて

い る。一部 で は,当 初 社内向 けだ けで あったナ レ

ッジ ・エ ンジニア教育 コースを社外の顧客 に対 し

て も提供 す る企業 も現 われ は じめてい る。

米 国DEC本 社 にお け るナ レ ッジ ・エ ンジニ ア

養成 コース を例 に と り,ナ レ ッジ ・エ ンジニアの

養成 の た めに必 要 な要素 を紹 介 す る。DECは,

人 工知能 の学 術的 な基 礎研究 の段 階か ら,大 学 な

どでの研 究 の ためにDECの 計 算機 が非 常 に多 く

使 用 されて いた ことか ら,人 工知能 との関 りが深 い。

その ため,産 業界 の中で人工知 能の実用化 に乗 り

出 したの も比較的 はやい時期 であ る。具体的 には

VAXシ リー ズの計 算機 構成 を検 査修 正 す るた め

のXCONと い うシス テ ムがDECで 最 初 の エ キ ス

パ ー ト・システムで あるが,こ れは同時 に産業 界

で初 めて実用 的に使用 され たエキスパ ー ト・シス

テムで もある。 この システ ムの開発 は,1978年 末

頃か ら米 国 カー ネギー ・メロ ン大学 の ジ ョン ・マ

クダモ ッ ト博士 の技術 的な援助 によ って始 まった

が,シ ス テムが定常 的に稼 動 し始 めてか らは,シ

ス テ ムの保 守 あ るい は増 強 とい った作業 をDEC

社 内 の技術者 に移転 してい る。 エキスパ ー ト・シ

ステ ムの場合,最 初 に開発 した シス テムの ままで

はな く,使 用 しなが ら必 要 な機能 を後か ら少 しず

つ増強 して い くのが特徴 で あ るか ら,こ の保守 と

増 強 とい う作 業 は非 常 に重 要 な 作 業 で あ る。

DECの 場 合 に は,こ のXCONの プ ロ ジ ェク トは

研究 所の よ うな部 門で発生 したので はな く,一 般



の企 業 で い うところ のい わゆ るEDP部 門 で発 生

した もので ある。 そ こで,現 在の ナ レッジ ・エ ン

ジニ ア不足 と同 じよ うな状 況が社 内で発生 したの

であ る。

そ して,最 初 カーネギ ー ・メ ロン大学 の援助 を

受 けなが ら実 際 に作業 を行 なった メンバーが中心

とな って,カ ーネギー ・メロン大学 の協力 の もと

に,社 内 の技 術者 に対 して人工知能 に関す る再 教

育 コースを開始 したので ある。 この コースの 目的

は,先 に述 べ たXCONの 保 守 と増強 の ための技 術

者養成 だけで はな く,そ の後 社内で独 自に発生 し

て きたエキ スパー ト ・システ ム構築 プ ロジェク ト

の た めの人材 養 成 で もあ る。社 内 のEDP部 門 の

要員 が対 象なの で,内 容 は人工知 能 に関す る基 本

的 な内容 か ら応用技術 にいた るまで豊富 で 多岐 に

わた って い る。DECの ナ レ ッジ ・エ ンジニ ア養

成 コース は,1年 に2回 程定期 的 に開催 され,定

員は1回 あ た り15人 か ら20人 程 度 であ る。 コー

スの期 間,及 び内容 は実際 の コース実施 の経験 に

よ って少 しず つ修 正 されてい る。今 日 まで に,開

催 回数 も10回 近 くを数 え,コ ー ス内容 も期 間 も

固 ま りつつ あ る。 この コース では,ナ レッジ ・エ

ンジニアに心 要な要素 として次 の3つ をあ げて い

る。

◆ 人工知能 の基本的 な技 術

◆ 人工知能 開発用 ソフ トウ ェア の知 識

◆ ナ レッジ ・エ ンジニアに特有 な技術

以後,そ れ ぞれ にっ いて,実 際の コース内容 な

どにつ いて説 明 してい くが,こ の コースは社 内の

技術者 が対 象で あるので,ナ レッジ'エ ン ジニ ア

として必要 な知 識 としてコ ースの中 には含ん では

いないが,従 来 の ソフ トウ ェア技術 者,つ ま りシ

ス テム ・エン ジニ アと しての素 養 も前提 としてい

ることに注意 して ほ しい。 しか し,従 来の ソフ ト

ウェア手法 に こ りか たま ることな く,適 切 に人工

知 能 と従来 の手法の両方 が使 い こなせ るよ うな,

柔 軟な発想 がで きる こと も必要 であ る。

それ では,個 々の項 目につ いて紹 介 してい くこ

とにす る。

◆ 人工知能の基本的な技術

エキスパ ー ト・システムの構 築 は人工知 能の技

法 を使 った新 しい手法 であ るか ら,当 然 人工知能

技術 につ いて の基 本的 な技 術が必要 であ る。最近

では,エ キスパー ト ・シス テムを構築 す るための

汎 用的な構築 用ツ ールが入手で きるので,あ ま り

人 工知 能 につ いて詳 しい知 識 を もっていな くて も,

実 用的な エキスパ ー ト・システムが構築 で きるよ

うにな って きては いるが,や は り,よ り良 いエキ

スパー ト・シ ステムを構築 す るためには,人 工知

能 の基 本的 な技術 を習得 して,汎 用 の ツールに不

足 す る部分 を 自分で補足 して使 った り,あ るいは,

最 初 か らすべ て 自分で プログラムす る必 要性 がで

て くる場 合 もあ る。 そ こでDECの コ ー スでは,

最 初 の2週 間程度 を人工知 能の歴 史的な背景 を通

して,人 工知能 の基本 的な概念 や手法な どについ
ヒ

ての説 明 を して い る。 ま た,DECと 人 工知 能 と

の関 わ りや,DEC社 内 の人 工知 能 に対 す る と り

くみな どについて紹介 が あるの もこの週 であ る。
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また,実 際 に社内にお けるエキ スパ ー ト・システ

ムの構築 プロジ ェク トに参加 してい るナ レッジ ・

エン ジニ アか ら現場 での話 を聞 くこと もで きるよ

うになってい る。

◆ 人工知能開発用ソフ トウェアの知識

実際 のエキ スパ ー ト・システムを構築 す るため

に用 いる言語や ツールについて の知識 で ある。 こ

れ につ いて も,簡 単 に構築 す るためのツ ールだけ

で はな く,は じめか ら開発 す るための人工知能言

語 につ いて も学 ぶ必 要が あ る。DECの コ ース で

は,LISP言 語 と,社 内 で非常 によ く使 用 され て

い る ツー ルで あ るOPS5に つ い ての コー スが あ

る。Prolog言 語 につ い て は,米 国 に お いて余 り

一般的 ではない とい うことと
,社 内で一般的 に使用

している処理系 がない とい うことか ら,言 語 の概

要 を紹 介す る程度 に とどま ってい る。

LISPに つ いて は,言 語 の文 法 につ いての説 明

が実習付 きで2週 間ほ どあ り,そ の後,自 由実 習

として人工知 能 の基 本的 な手法 を用 いた少 々大 き

な プ ログラムが課題 として出 され る。実習 期間の

終 了時 に受講 生全 員の前 で発表 し内容 の理 解,お

よ びプ ログラムの完成度 な どにつ いて受講 生全員

で評価す る。

ま たOPS5に つ い て は,や は り文法 的 な説 明

が実習付 きで あった後 に,さ らに 自由実習 として,

チ ェ ッカーの よ うな簡 単な ゲー ムをす る プログラ

ムを作成す る。 これ も,実 習期 間の最後 に,発 表

し評価 す る。 エ キスパ ー ト・シス テムの構築 とい
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う作業 は,人 間の専 門家か ら必 要な知識 や経験 則

な どを聞 き出 して,エ キ スパー ト ・システム構築

用の ツールに移植 してい くこ とであ るが,こ のゲ

ー ムの よ うな プロ グラムを作成す るとい うこ とは
,

自 分が,専 門家で あ り,か つ,エ キスパ ー ト・シ

ステ ムを構築 す るナ レッジ ・エ ン ジニ アと して行

動 す るこ とにな り,ナ レッジ ・エンジニ ア養成 の

ステ ップの 中では,非 常 に効果の高 い実 習で ある

と思 われ る。

また,開 発用 の ソフ トウ ェアにつ いては,現 在

社 内で使用中 の もの だけではな く,今 後使 用 して

い く可能 性の高 い もの な ども紹 介 され てい る。

ただ,今 後 もいろい ろなツールが発表 されて く

るであろ うが,そ れ らの ツール はほとん どが,現

在 までに導 入 されてい る概念 や手法の組 み合 わせ

で あ り,そ の基 本 とな るの は,や は りOPS5の

よ うなル ー ル ・ベ ー スの シ ステ ムや,Prologの

よ うな論理 型の言語 で ある。 そ して,新 しいツー

ル群 は,ほ とん どLISP言 語 を もとに開発 され て

い るの で,ど ん なに新 しい ツールが開発 され て き

て も,基 本 とな るLISPやOPS5を マ ス ター して

お けば,新 しい ツール も大体理解 して利 用す る こ

とがで きる もので ある。逆 に,LISPやOPS5の

よ うな基本 的な言語 や ツールの理解 な しでは,新

しいツールを理解す る ことは難 しい。 そのた めに

も,DECの ナ レ ッジ ・エ ンジニ ア養 成 コー スで

は,人 工知能 開発用の ソ フ トウエア につ いての内

容 が豊富 に組 み込 まれ てい るので ある。



◆ ナ レッジ ・エ ンジニアに特 有 な技術

従来 の技術者 と区別 して ナレ ッジ ・エ ンジニア

とい う新 しい名前 の技術者 を定 義 してい るの は,

ナ レ ッジ ・エ ンジニアが単 に上 に述 べた よ うなソ

フ トウエア的 な,あ るいは計算機科学 的な要素 だ

けで はな く,ナ レ ッジ ・エ ンジニアに特 有 な新 し

い要素 があるか らであ る。

例 えば,エ キ スパー ト ・システ ムの構築 とい う

作 業の過程 が従来 のソ フ トウエア開発の過程 と大

き く異 な ってい る とい うことがあ る。つ ま り,エ

キ スパ ー ト ・システ ムは継続的 に必 要な知識情 報

を追加す るた めの情報 源,す なわ ち専門家 との イ

ン タビュー作業 が継続 的 に発生 す るの であ る。 こ

れは,従 来の ソ フ トウエ ア開発 で は同様 の イン タ

ビューの作業 が,最 初の仕様決定 の段階 で普 通終

了 して しま うのに比べ て対照 的で ある。 そ こで,

良 いエキ スパー ト ・システ ムを構築す るため には,

専 門家 との接触 の方法,イ ンタ ビュー方 法な ど,

従来 と若干異 な る方法 が必 要 とな って くる。

さ らに,開 発中 の シス テムの調子 を見なが ら,

新 しい知識情 報 を追加 してい くために は,シ ステ

ムの その時点 での問題点 を正確 に把握 して,必 要

な種類 の知識 情報 を特 定す る ことがで きなければ

な らない。 また,専 門家か ら入手 した断片 的な知

識情報 を体 系的 にま とめ あげてエ キスパー ト ・シ

ステムを構築 す るための能力 も必 要 とされ る。

DECの コ ース で は,こ の よ うな ナ レ ッジ ・エ

ンジニア に特有 な要素 を身 に付 けるために,2つ

の コースを開 いてい る。 ひ とつは専門家 との コ ミ

ュニ ケ ー シ ョン をス ムー ズに す るた めの もので

「エキ スパ ー ト・イン タビュー イン グ」 とい う名

前 の コースであ る。 この 中では,比 較 的 自分の殻

の中に閉 じこ もりがちな専 門家 に対 して不要 の警

戒心 を抱 かせず に,内 容 豊富 に知識情 報 を入手す

る方法 が説明 され る。講 師 は,DEC本 社 に近 い

ボス トン近郊 の大学 か ら心理学関係 の先生 が招 か

れ,DECの エ キ スパ ー ト ・シス テ ム構築 の経験

を もとに して,ロ ール ・プ レイな どの実習 や,デ

モンス トレーションを通 じて,講 義 がすす め られ る。

「エキ スパ ー ト・インタ ビュー イング」 の コース

は,各 回の コース実 施の成果 に よって少 しずつ内

容 が修 正 され,現 在 までにかな り充実 した内容 に

な って いる。

もうひ とつは,問 題分折 ・問題解決 の手法 を身

に付 けるための ものであ る。具体 的 には,米 国で

開発 されたケ プナー ・トレゴー と呼 ばれ る手 法 を

導 入 して い る。 ケ プ ナー氏 と トレゴー氏 とい う

二人 によ って開発 され た手法 であ り,日 本 に も導

入 され,管 理者教育 の一環 として利用 されてい る。

何か問題点 が発生 した時点 で,そ の発生時 の環境

の変化 な どを分析 し問題の本質 を解明 し,解 決方

法 を導 き出す手法 であ る。 この コースの中で は ロ

ール ・プレイな どの実 習 を通 じ,身 を もって この

手法 を体験 し習得 す る。 この よ うな,問 題分析 の

手法 は,従 来 の システム ・エ ンジニアに とって も

重要 な資質 であ ったが,あ ま り明確 に取 り上 げ ら

れていなか ったの が現状 で ある。 しか し,ナ レッ

ジ ・エ ン ジニ アの場合 には,こ の手 法が不可欠 と
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な って きてい る.、

こ の よ うな カ リキ ュ ラ ム で実 施 され て い る

DEC社 内 の ナ レ ッジ ・エン ジニ ア教 育 は ,回 を

屯ね る うちに,イ(要 部分σ)削除,お よ び,重 点 部

分の強化 な ど内容の変 更を繰 り返 し,か な り体 系

的 に まと まった コースにな って きてい る。

DECで は,こ の コー スを ナ レ ッジ ・エ ンジニ

ア養成 の第 ・歩 として位置付 けてい る。 コー ス受

講後 は,社 内 で行 なわれて いるエキ スパ ー ト・シ

ステム構築 プロジ ェク トに参加す る社内留学 や
,

外 部のMIT(マ サ チ ュセ ッツ 」二科 大学)やCMU

(カ ー ネギー ・メロン大学)な ど,協 力関 係 にあ

る 大学 への留学 な ど,よ り実践 的な ナ レッジ ・エ

ン ジニ アを養成す るための道 を用意 して い る。

.・方 ,DECの 日本 法 人で あ る日本DECで は,

こ の米国での トレーニ ング経験 を生 か し,社 外向

けにナ レ ッジ ・エ ンジニアの育 成 を目的 とした講

習会 を開催す る。 内容 は,今 までに説明 して きた

米国本 社で行 なわれて いる コー スの内容 を もとに,

日 本向 けにい くつかの部分 を修 正 して い る。例 え

ば,米 国の コースでは,人 工知能 の初心 者 を対象

に して い るの で,LISP言 語 の文法 や,人 工知能

の歴 史な どか らコースが開始 され るが,日 本 では,

今後 人丁二知能 を利用 しよ うと考 えて いるよ うな方

々は,ほ とん どこの よ うな内容 は理 解 されてい る

の で,冗 長 な内容 とな って しま う。 そ こで,こ の

よ うな内容 は削除 してあ る。 また,日 本 では,人

Ll知 能 研 究 開 発用 の言 語 と して,Prolog言 語 が

米 国以 上二に 重要 視 され て い るの で,Prolog言 語

に関す る内容 を付加 して い る。 ナ レッジ ・エ ンジ
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ニ ア特有 の ノウハ ウにつ いて もエキ スパー ト ・イ

ン タビュー イングや問 題解決手 法につ いて ,日 本

国内 で同様 の分野の専 門家 の方 々に依頼 し,米 国

で実際 に実施 して いる内容 を もとに して,日 本 の

文化的 な背景 や 日本人 の考 え方 にあ うよ うに修正

を加 えて もらってい る。

日本DECの 開 催 す るコー スの もうひ とつ の特

色 は,米 国 の コー スに は含 まれていな い もので あ

る。 それは,日 本にお いて は,第 一 歩の トレーニ

ン グを終 了 した後の実践的 なナ レッジ ・エン ジニ

ア養成 の道 と して,留 学 の よ うな道 が用意 されて

いな いので,こ れ を補 うため に米 国本 社 よ り実 際

にエキ スパ ー ト ・システ ムを構築 してい る現場 の

ナ レ ッジ ・エ ンジニアを招 き,エ キスパ ー ト ・シ

ス テム構築 の実 際 をある問題 のモ デルに したが っ

て体験 した り,現 在市販 されてい るエキスパ ー ト

・シス テム構築 用の ツールについて
,そ れ らの特

徴 や概 要 を紹介 す ることによって,エ キスパー ト

・シス テムを構築 しよ うとす る対 象に よって どの

よ うな ツールを使 用す るの がよいかを見極 め る能

力 を付 けるための コース も組 み込 ん でいる ことで

あ る。 このよ うに,よ り実践 的な内容 に しよ うと

修 正 を加 えた ものが,日 本DECの 提 供 す るナ レ

ッジ ・エン ジニ ア養成 コースであ る。国内 のナ レ

ッジ ・エンジニ ア不足の現状 を反 映 し,エ キスパ

ー ト ・システムを構 築 して みよ うと計画中の各方

面 よ り,数 多 くの引 き合 いがある。

日本DECの 開 催 す る コース は以上 の よ うな内

容 をす べて網羅す るため に,日 本 の顧 客向 きにア

レ ンジしなお し,コ ース内容 を濃縮 して はいるが
,



9週 間 の長期 にわた って しまう。 このために,ナ

レッジ ・エ ンジニ ア養成 の必 要性 を理解 し,コ ー

スの内容 につ いては,気 に 入って いただいた方 で

も,9週 間連続 に会社 をあけ ることがで きない た

めに,参 加が むずか しい とい う方 が多い。 しか し,

米 国 よ り講師 を招 いた りす る都合上,コ ースの ス

ケジ ュール を参加希望 者の要望 に合わせ て修 正す

るこ とは難 しい。 そ こで,今 後は9週 間の コー ス

をい くつ かに分割 してモ ジ ュール化 し,日 本 国内

の講師 によ って カバーで きる範囲 のス ケジ ュール

を柔軟 に し,よ り参加 しやす くしよ うと考 えてい

る。そ して,将 来的 には,日 本国 内で講 師 を育成

し,コ ースのス ケジ ュールを よ り柔軟 に設 定 し,

常 に高品質の コースが提供 で きるよ うに と考 えて

いる。

米 国内で は,ナ レ ッジ ・エ ンジニア養成 の ため

の コース を開催 してい る ところが同社か あ るが,

その ほ とん どは,エ キ スパ ー ト・システム構築 用

の ツールを提供 してい るところであ る。 これ らの

いわ ゆる人工知能 ベ ンチ ャーの提 供 して いる コー

スは,そ れぞれの販売 す るツールの使用方法 につ

いての内容 が中心 とな り,実 際 のエキ スパ ー ト・

システムの構築 に関 しては,各 社 の ナ レッジ ・エ

ンジニアが コンサ ルテー シ ョンをすす めなが ら行

な って いる場 合が ほ とん どで ある。 従 って,こ の

よ うな コースでは様 々なエキ スパー ト ・システ ム

構築 用の ツール を駆使 してい ろいろな問題 に対応

で きるよ うな ナ レッジ ・エ ンジニアの養 成 は難 し

い場合 が あるか も知 れ ない。 日本 で もこの よ うな

ベンチ ャーの提供 す るツールの販売代理店 として
,

ツ ールを提供 してい る ところでは,販 売 してい る

ツー ルにつ いて基本的 な使用方法 を トレーニン グ

してい る ところや,米 国 の供 給元 に留学 させ る形

で,ユ ーザの教 育 を してい るところがあ る。 この

よ うな ところで も,先 にあげ た人工知能 に関す る

基本 的な知識 や人工知能開発 用の ソフ トウエアに

関す る知 識 を習得 す るこ とはで きるであろ う。

以 ヒ,特 に 米 国DEC社 の 社 内1['iJけの ナ レッ

ジ ・エ ンジニア養成 コースの実 際の内容 を中心 に

ナ レッジ ・エ ンジニアの養成 に必 要な要素 を説明

して きたが,最 後 に もう一度 ま とめ る と次 のよ う

にな る。

ナ レッジ ・エ ンジニア とい うの は,

従 来 のソ フ トウエ ア工学 の基盤 の 上にた ち,

さ らに以 下の よ うな知 識 を兼備 えた新 しい タ

イプのSEで ある とい って もよいで あろ う。

一 人工知能 に関 す る基本 的な知 識

一 人工知 能 開発用 の ソ フ トウエ ア に関 す

る知識

一 ナ レッジ ・エ ン ジニ アに特有 の知 識

ナ レッジ ・エ ンジニア に必要 な種々の知 識

内 容

人工知能の
基本的な技術

人工知能の歴史的な背景 一

人工知能特有なプログラム手法

人工知能開発用の

ソフトウエアの知識

LISP言 語 の プ ログラ ミング

PROLOG言 語 のプログラミング

OPS5の プ ログラ ミング

ナレッジ・エンジニア

に特有な技術

問題分析手法'

専門家に対す るインタビ三一法

経験による部分
プロトタイプの作成

各種構築用ツールの評価
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インサ イド ・レポート

分散処理 システム

当協会開発部

滝 沢 誠

1.は じめに

情 報化社会 といわれ る今 日で は,具 体的 な 「も

の」 に対 して,無 形 な 「情 報」 といわれ る ものが,

社 会的 な価値 を高 め,商 品 として の地 位 を固 めて

きてい る。 こう した情報 化社会 にあ って,各 組織

体,企 業体 では,自 らが有 して いるあ らゆ る情報,

例 えば,経 理,顧 客,在 庫,製 品 の設 計,製 造,

保 守 についての情報,更 に,専 門家 の知識,ノ ウ

ハ ウ とい った情 報 を,組 織体 と して統 合的 に管理

す るこ とが求 め られ て きてい る。 む しろ,い かに

情報 を掌握 す るか が,各 組織体 が情 報化社会 で生

きのび る条件 となってい るといえ る。

こうした情報化社 会の進展 のなかで,情 報 を記

憶 し,必 要な情報 を迅速 に取 り出すた めの情報 シ

ステムを,計 算機 によ り,い かに実現 してい くか

が,重 要 な課題 とな ってい る。 こうした今後の情

報 システ ムを考 えてい く うえで,次 の計算機技 術

を考 え る必 要が ある。

まず第一 に注 目す べ き点 は,近 年 のVLSIを 中

心 としたハ ー ドウエ ア技 術の進歩 に よ り,現 在の

中 ～大型 機並み の処 理速度 と記憶 能力 を有 した超

小型計 算機が現 われて きて い ることで ある。 こ う

した計算 機 は,ス ーパ ーパン コン又 はワー クステ

ー ションといわれ る もの であ る。例 えば,昨 年秋

に発表 され た イ ンテル のMPU80386は,3～4

MIPSの 処 理速度 と,1テ ラバイ トの仮想記憶 空

間 を有 して い る。 こ うしたハ ー ドウエアか ら成 る

ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ DBS,

●.

●

DBSn
DBS

LAN WAN

WS

:ttS

－

<

ll

図1今 後の情報 システム
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高性能 ワー クス テー シ ョン(WS>は,ソ フ トウ

ェ ア的 に はUNIXと い っ た標 準 的 なOSを 搭 載 し

て きて い る。各 利用者 は,こ う した 自分 のWSを

持 つ こ とによ り,現 在 の中～大型機 に匹敵す る計

算 記憶能力 を専 有 で きるよ うにな る。 こ うした高

機 能,高 性能WSは,今 後 の情 報 システム を考 え

てい く うえで,最 も重要 な構成要素 とな ってい く

もの と思 われ る。

次 に重要 な技 術 は,Ethernetに 代 表 され る ロー

カル ・エ リア網(LAN)と,IEEEとISOで 進 め

られ て い る国 際 標 準 化 で あ る。LAN,広 域 網

(WAN)と い った通信 網の進 歩 によ り,WS,

大 型 機等 の種 々の計算機 が,通 信網 に よ り接続 可

能 とな る と と もに,更 に,通 信網 間,例 えば,

LANとWANの 接 続 が可能 とな って きてい る(図

1)。 今 後 の情 報 シス テ ムは,利 用者 のWSを 中

心 に,大 型 機,超 高速 計算機 等がLAN,WANで

結 合 され た形態 をとってい く もの と考 えられ る。

さて,何 故 に,WS,大 型 機 を,通 信網 に接 続

す る必要 が あるのだ ろ うか。 これ は,計 算 磯間 で

の情報 の交換 のためで あ る。情 報 は,計 算機 内 で

はデー タとして格納 され る。デ ー タを管理 す るシ

ステ ムは,デ ー タベ ー ス システ ム(DBS)で あ

る。OA,CAD,CAMを 含 め た種 々の計算機応 用

は,DBSを 核 と して構成 され るとと もに,WS間,

WSと 大 型磯 間 での通信 で は,こ れ らの計算機 内

のDBS内 の デー タが交換 され る ことになる。

DBSが 種 々の 計算 機応 用 の核 とな って きて い

るが,WSと 通 信網 の登場 のなか で,DBSが どの

よ うな形態 とな って い くかが,本 プロジェ ク トで

の 主要 な関心 で あ る。 従 来のDBSは,'つ の 計

算機 内 に存 在 し,複 数 の端末利 用者に よるデー タ

の同時利用 とインテ グ リテ ィの保持 を可能 とす る

集 中型 の システ ムであ った。 これ に対 して,WS

と大 型機 が通 信網 で結 合 され た情 報 システムでは,

各 計算 機 自身 がDBSを 持 ち,シ ステ ム内で デ ー

タは各計算機 に分散す る ことになる。即 ち,分 散

型のDBS,分 散 型DBS(DDBS)と な ってい く。

こ う して,DBSを 中 心 に分散 化 され て い く情 報

システ ムを実現 す るには従来 の集中型 システムで

は生 じなか った次 のよ うな新 たな技術 的問題 を解

決 して い く必要 があ る。

(1}WS用 のDBS

{2}LANの 特 長 を生 か した有 効 な通 信 フ.ロ ト

コル

(3)異 種 のDBSの 統 合的利 用方 法

(4)分 散 したデー タの安 全性

本 プロジ ェク トで は,以 上の問題 について取 り

組ん で きた。

本 プロジ ェク トでは,図2に 示す よ うに,複 数

のWSと 大 型機 が,LANに よ り接続 され た形態 の

もとで,各 計 算機 のDBS間 で の デ ー タの 共有 を

目指 して いる。 この システ ムを,ロ ーカル情報 シ

ステ ム(LIS)と い う。LISを 実 現 す るため に,

次 の開発 を行 った。
、

{1}WS用 のDBMS

(2)高 信 頼放送 通信 プロ トコル

〔3)高 度利 用者 イ ンタフ ェース
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TTY×2

130メ ガバイ ト

PRDBMS

U-1200

主 記憶

1メ ガバ イ ト

(UNICUS)

F9450-n

「9450-ll

(TTY)

|ngres

168メ ガバイ ト

PRDBMS

SUN2/120

主 記憶

2メ ガバ イ ト

(UNIX42BSD)

NlU-150A

(TTY)

NIU-150A

./ト ラ ンシ ーバ

CODASYL型

AIM/DB

M-360R

(TTY)

AIM/RDB

Niu-2A

リレーショナル型

10メ ガバ イ ト

F9450-ll

(CP/M-86)

PROBMS

PC-9800

(MS/DOS)

PRDBMS

Net/One同 軸 ケ ー ブル(10メ カ ビ ノト/秒)

CSMA/CD

NIU;ネ ッ トワー ク ・イ ン タフ ェー ス ・ユ ニ ッ ト

図2.LIPの 構 成

A.WS用 のDBMS

将 来 の分散 システムにおいて,ワ ークステー シ

ョン(WS)が そ の基本要素 とな り,各WSで は,

DBMS(デ ー タベ ー ス管 理 シス テム)を 持 つ こ

とが必須 にな る。 しか しなが ら,現 在の ところパ

ソ コ ン,WS用 の 大 ～ ミニ コ ン並 み の 完 全 な

DBMSは 身 近 には ない。 この ため に利用 者 に と

って利 用 し易い リレー シ ョナルDBMS(PRDB-

MS)の 開 発 を行 った。PRDBMSで は,例 えば,

部 を表 す リレー シ ョン(表)DEPT(dno,dna-

me)と,従 業員 を示すEMP(eno,name,age,

dno)が あ る と,こ れ に対 す る検索 「開発 部 員の

中 で30歳 以 下の 社 員 名を求 め よ」 は,次 の よ う

に書 ける。

var(d,DEPT)(c,EMP);

get〔e.name〕d.dname==``開 発,,and

d.dno=e.dnoande.age>=30;

PRDBMSは,現 在,Unix4.2bsd,及 びPC-

9800,IBM5550のMS/DOS上 で実働 して い る。

但 し,512KBの 主 記憶 の必 要 であ る。

本PRDBMSは,パ ソ コン とWSで の本格 的 な

DBMSと な る もの で あ り,LISの 基 本 要 素 と も

な る ものであ る。

B.高 信頼放送通信 プロ トコル

現在の通信網 で は,一 対 の実 体(話 者)間 での

一対一通 信
,即 ち線通 信が基本 とな って い る。 し

か し,分 散 システムでは,複 数の実体 が同時 に話

合 う"面 通 信"が 必 要 にな る。例 え ば,複 数 の

DBSに 対 す る同時 更新 で は,各DBSが 互 い に他
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図3放 送通信

のDBSで の 正 常 な更新 が完了 した こ とを確認 す

る必要 が ある。 この ため には,高 信頼 な放送 通信

プ ロ トコルが必要 にな る。高信頼 とは,送 信実 体

Sが,n個 の 実体D1,…,Dnに メ ッセー ジMを 送

信 した とき,SがD、,…,Dnが 正 し くMを 受信

した ことを確 認 す る とと もに,各Diが 他 の全D元

が正 しくMを 受信 した こ とを確認 で きた とき初 め

て,MはD、,…,D。 で 受信 され た こ とに な る

(図3)。 こ の ための プロ トコル として,Ether-

net等 のLANのMAC(媒 体 ア クセ ス制 御)層 の

放送通信 サ ー ビスに,今 述べ た信 頼性 を付加 した

プ ロ トコル(TCCP:ト ラ ンスポ ー ト群制御 プロ

トコル)を 開発 した。本 フ。ロ トコルは,テ レビ会

議等 の面通信 を実現 す る うえでの基 本通信 を提供

す る ものであ る。

本 プ ロ トコルは,現 在Sun2/120上 にUnix4.2

bsdを 用 い て実現 されて い る。 この プ ロ トコル を

用 いて,DBS間 に またが った トラ ンザ クシ ョン

の分散処理 の実 験 を行 い,高 信頼放送 通信の有効

性 を明 らかに で きた。

C.高 度利 用者 インタ フェー ス

LISを 実 現 す るため に は,各 種 のDBSに 対 す

る共通 な イン タフェースが必 要に なる。 この イン

タフ ェース と して,第5世 代 計算機の 言語 として

検討 されて い るPROLOGを 考 え,既 存のCODA-

SYL型(ネ ッ トワー ク型)のDBS上 に,PROL-

OGイ ン タ フェー スを設 けた。 この イン タフ ェー

ス をLIP(論 理 型言語 イン タフェース ・プ ロセ ッ

サ)と い う。LIPは,CODASYL型 のDBSだ け

でな く,我 々の開発 した リレーシ ョナル型 のPR-

DBS上 に も容 易 に実現 で き る もの であ る。以 上

のよ うに,各DBS上 に,LIPを 設 け る ことに よ

り,利 用者 は,DBSの 差 を意 識 す る こ とな く,

同 一 の言語PROLOGで デ ー タ操作 が行 え ると と

もに,従 来 のDBS言 語 に はな い演繹 規則 を与 え

る ことによって推論 によ り,新 しい事実 を導出 で

きる利点 があ る。

D.全 体構 成

図4にLIPの ソ フ トウエアの構 成 を示す 。
t・
is4v「tTx'Ttt『 ㌔べs・'一

3.統

右=、.,欝 ㌻

本 プ ロジ ェ ク トは,昭 和58年 度 に開 始 され,

昭 和60年 度 に終 了 し,こ の中 で,LIPの 基 本概念

を定 め,そ れ を実 現 し,一 部の実用 化 を行 った。

初 年度 は,基 本概 念 を整理 し,PRDBMSの プ ロ

トタイ プを開 発 した。 第2年 度 に は,LAN,ワ

ー クス テー シ ョン(WS)の 導 入が行 われ
,'高 信

頼放送通 信 プ ロ トコルの開 発 を行 い,最 終年度 に

は,LIPとLIS全 体 の統 合化 を行 った。
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本 プ ロジ ェク トで開発 したLIPは,今 後の分散

化 を進 め る情報 システムの基 本 アーキ テクチ ャを

与える もの であ り,そ の.・部 は実 用 に供 されて い

る,,WS用 のPRDBSは,既 に,パ ソコ ン(MS

/DOS)で 実 働 し,他 の パ ソ コ ン用DBMSよ り

も,完 全 な リレー シ ョナルDBMSと して の機能

を備 えてい る。

本 プロジ ェク トで 考案 した高信 頼放送通信 プロ

トコルは,従 来の ・対の実体 間での線通信 に対 し

て,n(22)個 の 実 体間 での 面通 信 を提供 す る も

の であ る。 本方式 は,今 後の マルチ メデ ィア通 信

を含め た新 たな通信 シス テム設計 の基本 とな って

い くもの であ る。

又,LIPは,従 来のDBSを 事 実 の集 合 として

推論 を行 える知 識 ベース シス テムで もあ る。現在

の知識 ベ ース シス テムの 多 くが,主 記憶 内での み

動 作す る もの であ るが,本 シ ステ ムは,既 存 の

DBS上 に推 論機 能 を提 供 出来 る利点 を持 つ もの

である。

以上 の成果 につ いては,学 会発 表,論 文発表 も

行い,高 い評価 を受 けて いる。

UP

璽㎜ 鑓
〕P

CODASYL

DBS

DDBP DDBP

PRDBMS

TCCP

Ethernet

デ ー タ リ ン グ サ ー ビ ス

MAC

TCCP

MAO LAN

図4LIPの ソフ トウエア構成
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海外の話題

米 国 にお け るデー タベー スの動 向

(財)デ ータベース振興セ ンター企画部長 山 鳥 雄 嗣

以 下 は(財)デ ー タ ベ ー ス振 興 セ ン ター が

1985年10月 末 か ら11月 始 めに か けて実 施 した 米

国視 察団の成果 を基 に取 りまとめ た もので ある。

米 国で はソ連 に よる世 界最初の 人工衛 星打 上げ

が,い わ ゆるス プー トニ ック ・シ ョックと して米

国にお ける科学技 術の 振興 とこれ に伴 う科 学技術

情報 の整備な らび に流通 の重要性 を惹起 させ る こ

とに な った。1963年 の ワイン バー グ報 告"科 学

・政府 ・情報"に よるOTS(OfficeofTechnic-

alService)の 商 務省 内へ の設 立,そ の後 のCF-

STI(ClearinghouseforFiedevalScientific

&Technicallnformation)を 経 て の 今 日 の

NTIS(NationalTechnicalInformationServi-

ce)は そ の現 われ で あ る。 この 当時 開発 され た

NASA,NLM,CAS,NTIS等 の デ ー タベ ース

は,政 府 の積極的 な支援 によ るもので,今 日の ア

メ リカにお ける科学技 術分野 の情 報基盤確立 の重

要 な役割 を担 って い る。一方,フ ロンテ ィア精 神

旺盛 な米 国で は,一 貫 して民間活 力に よる国 の繁

栄 を重視 してお り,民 間 による自由競争 を尊ぶ。

したがって国家 プ ロジェク トによ る成果の民間へ

の トランス フ ァの原則 はデ ー タベース分野 に も生

か され,こ れに よ りコマー シ ャルベー スの デー タ

ベ ー スが急速 に進展 す る こ とにな った。 つ ま り

1960年 代 当初 に行 われ た政 府 に よ る積極 的 な デ

ー タベ ー ス振 興策 が1970年 代 に花 開 き
,今 日の

米 国デ ータベース繁栄 の基 礎 となったので ある。

米 国で は,民 間の商用 デ ータベース構 築 に対 し

て政 府に よる資金援助 は行われて いないが,そ れ

で も今 日,国 益 に結が り,公 共的 ニー ズが高 い も

のの,民 間 では リス クが掛 か り過 ぎる もの につ い

ては,国 立科 学財 団NSF(NationalScienceF-

oundation)を 通 じて助 成 が行 わ れて い る。1979

年,カ ー ター大統 領 は,技 術革 新 におけ る世 界の

指 導者 としての米国 の地 位が脅 かされていることを

強調 し,海 外 の科学 技術情報 の積極的導 入を最重

点政 策 とした。 この結 果,NTIS等 は積 極的 に海

外の科学技 術情報 の収 集、流通 を図 るこ とにな り,

現 在 収集 情 報 の24%は 海 外 か らの もの とな って

い る。(わ が国の科学 技術 情報 はJICSTを 通 じて

NTISに 提 供 す る こ とで最近 合意 に達 してお り,

現 在 その準 備 が進 め られ てい る。)政 府 による情

報政策 は,ナ シ ョナル ・セキ ュ リテ ィ,プ ライバ

シ ィ,セ ンシテ ィブ情 報 に係 る もの以外 は内外 を

問わず オー プンを基本 原則 としてい るが,情 報 の

経 済財 としての観点 か ら最近の貿易摩 擦問題 も含

め,政 府情報 の取 り扱 いにつ いて見直す よ う議 会

筋 か らの提案 が成 され てい る。一方,公 共機関 あ

る いは民 間 デ ー タベ ー スベ ン ダー にお いて は,

CASのSTNに よ る国 際 ネ ッ トワー ク構想 あ るい

は民間 ベ ンダ ーによ る国 際VANを 通 じての 海外

進 出等,極 めて積極 的 な戦略 を展開 しつつ あるよ

うだ。
L

〈データベース ・サービス市場〉

米国においては,情 報の価値 に対す る認識は長

い歴史を通 じ十分培われてお り,ポ リスが情報提
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図 い 米 国に おける情 報提供 サー ビス市場

供者 に対 し,自 分 のポケ ッ トマ ネーで払 うの さえ

異例 ではない。つ ま り,デ ー タベ ースが産業 とし

て確 立す るだ けの十 分な素地 があ った と言 える。

米 国 におけ る情報提供 サ ー ビスに対 す るユーザ

支 出 は,1985年 末 には172億 ドル(約3.5兆 円)

に達 す る とみ られ るが,今 後年 平均14%の 伸 び

を示 し,1990年 に は実 に330億 ドル(6.6兆 円)

に な る もの と予測 され る。情 報提供サ ー ビスに は

デ ー タベー スをベース と した印刷出版,バ ッチサ

ー ビス
,オ ンライ ン ・サ ー ビス全てが含 まれ るが,

こ の うち特 に オンライ ン ・サー ビスの伸 びは著 し

く,1985年 に は 全体 の19%で あ った もの が年平

均24%増 加 し,1990年 に は28%を 占 め るこ とに

な ろ う(図1)。 図2は 米 国 に お け るデ 一夕ベー
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図2.米 国 にお けるデー タベー ス流通 チ ャネル

スの流通 チ ャネル を示 した もので ある。 デー タベ

ース ・ベ ンダーは プロデ
ューサ とデ ィス トリビュ

ー タに分 け られ るがその数 は表1の とお りであ る
。

米 国において は,イ ンフ ォメー ション ・ブ ロー カ

ーいわゆ る代行検索 業者の果 たす役 割 は高 い
。エ

ン ドユ ーザが 直接 検索 す るの は全 体 の10%に も

満 たず,そ れ以外 は専 門の インフ ォメーシ ョン ・

ブローカー もし くは企業 におけ る専 門家 による も

の と され る。

オンライン ・サー ビス市場 にお けるデ ータベー

ス流通 サ ー ビスの占め る割合 は極 めて高 い。 図3

に もあ るよ うに1985年 の ユ ーザ支 出31 .7億 ドル

の うち,実 に81%が 流 通 サー ビスに関 して支払

われ る ものであ る。



流通サ ー ビス は,デ ー タベース専 門業者(デ ィ

ス トリビュー タ)とVAN業 者 に分 け られ る。 現

在 の ところVANの 占 め る割合 は4%と 低 い もの

の今後 は年平均24%の 伸 びを示す こ とになろ う。

っ ま り,デ ータベース プ ロデ ューサは デー タベ ー

スの構築 とメンテナ ンス に徹 し,流 通 につ いては

専 門業者 にまかせ よ うとい うわけであ る。

今後の米国 デ ータベース ・サ ー ビス市場 におけ

る重要 な フ ァクター は以下 の とお りである。

○ デー タベ ース利 用にお ける効果 的 ソフ トウエ ア

(検 索用 ソ フ ト)

OPCの 利 用拡大,PCネ ッ トワー ク

○ユ ーザ フ レン ドリシステ ムの開発

○医療 な らびにマ ーケテ ィング ・デー タベ ース ・

サー ビスの 電要性

○ フルテキ ス ト・サー ビスの重 要性

法律/会 計処理 …年平均25%増

ニ ュー ス …年平均32%増

○ サ ー ビス業 にお けるデー タベースの重 要性 増大

〈連邦情 報政策〉

米 国におい ては政 府情報 は常 にオーフ。ンであ る

こ とを原則 と して お り,「 国 民 の税 金 で得 た成果
一

数 ・P均年間

成 長 率1981 1984

デ ー タベ ー ス ・プ ロデ ュ ー サ 62 200 34%

デ イ ス ト IJビ ュ 一 夕 176 640 38%

オ ン ラ イ ン デ ー タ ベ ー ス 368 1,650 46%

表1.オ ン ライ ンデー タベ ース ・サ ー ビス

は国民 に還 元す る」 との基本 姿勢 を尊重 してい る
。

1966年 の 情 報 公 開法(FreedomofInformation

Act)の 制 定,1976年 の 改訂 が その 表われで ある
。

これは ナシ ョナル ・セ キ ュ リテ ィ,プ ライバシ ィ

に関 す る ものお よびセ ン シテ ィブ情 報(Sensiti-

veinformation)以 外 は,全 ての 国民,組 織 ,海

外の組織 が米 国政府 の情 報 にア クセ スで きること

を明示 した もので ある。 なお,ナ シ ョナル ・セキ

ュ リテ ィは国家 の安全 に関 す る ものであ り,大 統

領 の権 限 による規制 が その基 準 となってい る。 ま

た フ。ラ イバ シ イに関 して は,1974年 制 定 の プ ラ

イバ シ ィ法(Privacyact)で 明 示 されて い る
。

新 た に加 え られ たセン シテ ィブ情報 の公開規制 は,

現 在 審議 中の もの,あ るいは国家 プロジ ェク トと

100
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図3.オ ン ラ イ ン デ ー タ ベ ー ス 市 場 の 動 向
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して検討中の情報について行われるものである。

このように政府保有情報は公開を原則 としてい

るため,政 府による著作権をうたってはいない。

しか し2次 著作物については何 らかの加工,も し

くは価値の付加を義務付 けている。つまり表紙だ

けをつけ換 えて販売することなどは許 されない。

一方,連邦政府内では最近の貿易摩擦問題,情 報

の経済財 としての認識の高まりか ら,議 会筋では

これまでの法の運用を特に海外に対 して見直 しを

図るべ く議論が行われてい る。1980年,連 邦政

府内 において ペーパー ワー クをで きるだけ軽 減 し,

電 子 メデ ィアの 活 用 を図 る こ とを 目的 と して,

"P
aperworkReductionAct"が 成 立 した。 同

法の成立 に基 づ き,大 統領府予算 局内 に情報調 整

事 業 部(OfficeofInformation&Regulatory

Affairs)が 設 立 され,各 省 庁 にお ける標 準 的/

均 一的 な情報 整備 のための検討 を行 って い る。 こ

うした動 きを反映 して,連 邦政府 では政府情報 へ

の ア クセ スの効率化,電 子 メデ ィアを活用 した政

府保 有 デー タの取 り扱 いに関す る総合 的 な政策 を

分 野 項 目 1981 1984 ・1均成長率

有価証券/財 務

有価、i正券/商 品

財務/経 済

業界

19

29

26

106

115

92

54%

40%

40%

小 計 74 308 43%

ク レ ジ ッ ト ク レ ジ ッ ト 4 14 37%

テ キ ス ト

/ビ ブ リ オ ゲ ラ フ ィッ ク

ビブ リオ グ ラ フ ィッ ク

法 律/会 計

110

14

236

122

21%

72%

小 計 124 358 30%

ニ ュ ー ス ニ ュ ー ス 9 280 136%

その他

マーケ ノテ ィンゲ

医療

国際関係

人日統計

資源

不動産

詩賦経済

その他

16

15

33

8

14

6

33

32

71

98

210

27

92

27

68

97

45%

60%

59%

35%

60%

45%

20%

32%

小 計 157 690 45%

合 計 368 1,650 46%

表2.米 国における分野別オンラインデータベース数

'
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検 討 し,こ れ を プ ロポ ー ザ ル と して 連 邦 公 報

(FedevalRegister)第8節 に公 表 した。 これ

に対 しては 多大 の反響 が あ り,1千 件 を越す コメ

ン トが寄 せ られ たが,現 在 これ らを分析検討 中で

ある。 同 プロポーザル は,政 府保有 デー タの外部

か らの利用 を容 易にす るこ とと,政 府 自身 が電 子

メデ ィアで の情 報提供 に取 り組 む,い わ ゆ るアク

セ ス効 率の向上 と政 府保有 デー タの普及 の2本 が

そ の骨 子 とな って い る。 早 けれ ば1985年 中 に法

案 として取 りま とめ る予定 であ るが,ま とま り次

第,取 り敢 えず はOMBに よ る指 令(OMBDir・"

ective)の 形 を とる ことになろ う。OMBDirec-

tiveは 強 い効力 を持 って お り,一 種 の規制(Reg-

ulation)と して法 律 と同等 の力 を発 揮 す る。 な

お,将 来 は正 規 の法律(Act)と な る こと も十 分

考 え られ るよ うで あ る。

連邦政府 にお け る科 学技術情報 は,そ の ほとん

どが商 務省NTISを 通 じて提供 され るが,そ の他

国 防省(DOD),エ ネ ル ギー省(DOE),航 空 宇

宙局(NASA)を 合 わせれ ば全体 の95%に 達 す る。

NTISに 提 供 され る これ ら3省 庁 の文献情 報の 内

訳 は,DOD(38%),DOE(17%),NASA(13

%)とNTIS文 献 デー タベ ース全体 の68%を 占 め,

残 り32%が そ の他 とな って い る。 また これ らの

3省 庁 で はNTISを 経 由せ ず直接 提供 して いるデ

ー タ もある
。 これ らの デー タは提供者 のポ リシイ

によ る もので,独 自の規制 を設 けてい る場 合が あ

る。 例 えば,た とえDIALOGを 通 じて 提供 され

るデ ータであ って もNATO諸 国 等国 と国の契 約 が

な ければ利 用 で きな い もの もある。現 在NTISか

ら提供 され るデー タベ ースは国内 ではDIALOG,

SDC,BRS,MEADDataCentralの 各 デ ィス

トリビュー タを通 じてサ ー ビスされ てい る。 これ

ら4社 には2週 間毎 にア ップデ ー ト用 デ ータが送

付 され る。 ま た海 外 に対 して は現 在21機 関 に対

して デ ータベースが提供 されてい る。

NTISの カ ス トマ ー は① ビジ ネ ス/産 業 分野

(33%)② 海 外機 関(20%)③ 個 人(17%)④ 大

学(16%)⑤ 連 邦/州 政 府(14%)の 順 とな っ

て いる。NTISを 通 じて提 供 され るデータベースは,

国 内 のデ ィス トリビュー タ4社 に対す る場合,企

業 内で の活 用 あ るいはNTISへ の 直接 の ア クセ ス

の場 合で も全 て同一料金体系 となってい る。 しか

し海外 に対 しては国内納税 者の保護,輸 送 料金等

の問題 か ら国 内の2倍 の料金 を課 してい る。

政 府保 有情 報 の提供 につ いて は,NTISに よ る

科学技 術情報 の ほか各省 庁が それ ぞれ行 って い る

が,中 で も人 口統 計等 の提供 を行 う国勢局(Bu-

reauoftheCensus),医 療 情 報 を提 供す る国立

医療 図書館(NationalLibraryofMedicine)が

自 ら保有 デー タの普及 を図 る積極 的な活動 を行 っ

てい る。他 の省 庁で は,む しろ希望 者に対 しての

み情 報 を提供す る姿勢 を とって いる。

以上の よ うに,米 国 では政 府保有 デ ー タについ

ては納税者 に対 して極 めて オープ ンで ある上,さ

らに今後 はア クセ スの簡 易化,政 府 省庁 の積極 的

な情 報整備 と普 及 を図 ろ うと してい るよ うだ。 た

だ し,海 外 に対 して は提 供体制 の見直 しが行 われ

てお り,今 後は さらに厳 しい制約 が設 け られ るこ

と も考 えられ る。
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データバンク

情 報 技 術 標 準 化 の推 進 に関 す る

第2次 建 議 に つ い て 〈昭和61年3月10日〉

工業技術院 標準部

「一情搬 術分野におけるインターオペラビリテ

ィ(相 互運用性)の 確保,マ ンマシンインタフ

ェース(人 間 と機械との接点)の 向 上等のため

に機器,デ ータ,ソ フ トウェア,プ ロトコル(情

報伝達,通 信の約束事)等 の標準化が重要であ

ることか ら,昭和59年8月,日 本1.1業標準調査会

(L業 標準化法に基づ く標準の審議機関)の 中

に 「情報技術標準化特別委員会」(委 員長:山 ド

勇 経団連副会長)が 設置 され,本 分野における

標準化の進め方について種々の観点か ら検討が

行われてきた。

同特別委員会による報告書に基づ き,日 本1二

業標準調査会は昭和59年12月,複 雑 ・多様化す

る情報技術分野における標準化の具体的進 め方

にっいて提言を行った(第1次 建議)が,同 特

別委員会は引 き続 き精力的に活動を続 け,去 る

3月6日,第2次 の報告書をとりまとめた。明

日3月11日 の日本1:業 標準調査会標準会議の了

承を得た上で,田 口連三 日本1:業 標準調査会会

長か ら通商産業大臣に対 し第2次 の建議が行わ

れる。

情報技術分野の標準化は健全な情報化社会が

実現 されるために不可欠の課題であることか ら,

内外で高い関心を集めている。今回の建議は情

報技術の全分野を網羅 し,そ の標準化 に関す る

長期的な戦略 と海図を提供す るものである。工

業技術院としては,本 建議に示 された意欲的な

提 言を踏 ま えて,新 しい見地か ら情 報技術 の標

準化 を進 めてい くとと もに国際 的な場 に も我 が

国の考 え方 を積極的 に提案 してい く予定 であ る。

第2次 建 議 では,ま ず標 準化 の基本的考 え方

として,

〔1標準化 は コンセ ンサ スによ って社会 の便 益 を

生 み出す技 術的 な事 業で あ るが,相 当の コス ト

と多数 の技 術者 の協力が必要 。従 ってオ ープン

な枠組 みの中 で,国 際 レベ ル,国 内 レベ ルにお

いて体 系的,一 元 的 に進 め られ る必要 があ るこ

と,{2洗 導 的 な標 準化 と標 準の浸透 を図 るため

デモ ンス トレーシ ョンや コンサ ルテ ィング等 に

よ る普及事業 が重 要 であ るこ と,(3)ISO(国

際 標準化機構)やIEC(国 際電 気標準会 議)へ

の参画 の他,先 進 国 とのバ イ ラテ ラルな協力 を

通 じて一層 の国際化 を図 るべ きこと,の3点 を

提言 してい る。

更 に,情 報技術 の個 別課題 について は,

(1)情 報 ・通信 ネ ッ トワー クの プロ トコルの標準

化 については,国 際標 準で あ るOSI(開 放 型

システ ム間相互接続)に 基 づ く国内標準化 を進

め,こ のOSIの 一 層 の浸透 を図 るこ とによ っ

てネ ッ トワー クの発展 を促すべ きこ と,{2)マ ル

チメデ ィア,デ ータベ ース,オ フ ィスオ ー トメ

ー シ ョン(OA) ,ICカ ー ドの よ うな,多 くの

個別要 素技術 か らな るシステ ム技術 で社会 に与

える影 響 の大 きい ものは,ま ず技術 の哲 学 を確
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立し(マ ルチ メデ ィア,デ ータベース,OAと

は そ もそ も何 か,何 が情 報化社会 に資す るか等),

この よ うな哲 学 に基 づいて標 準化事業 を進 め る

ことが肝要 であ るこ と,の2点 を提言 した ヒで,

{3)ホ ー ムバ ス システム,光 デ ィスク,ソ フ トウ

ェアの分野 について は,具 体 的な標準化 の指針,

を示 す一方,(4)社 会 的 な影 響度が高 まってい る

コ ンピ ュー タシス テムの高信頼化 対策技術 につ

いては,我 が国 が先導的 な立場 に あるため国際

標準化 の場へ の積極 的提案 を行 うべ きこと,を

提案 してい る。

第2次 建議の概要

第1次 の報告書を受けた情報技術標準化の推

進を前提 として,制 定 された規格の普及策を含

め,標 準化事業の一層の浸透や充実を図るため

の方策について,基 本的な視点を明確にし,内

外の標準化に対 して,我 が国(JIS)が リーダ

シップをとりつっ,ど のような対応を図 るべ き

かなど意欲的な検討を行 った。

総論 は(1)標準の体系的運用(2)標準の普及

(3)国際的な対応等,主 に標準の運用 につい

ての検討 を行 った。

(1)標 準の体系的運用

情報技術分野の標準化に当たっては,民 間活

力を活用 しっっ団体規格,国 家規格,国 際規格

等それぞれの レベルでその事業が体系的に運用

される必要がある。即 ち,標 準化は任意のコン

センサスに基づ く規格の作成 を目的 とするもの

であって,こ のよ うな各 レベルでの標準化事業

はオープンな仕組みの中でひとつのシステムと

して統一的に運用 され るべ きものである。具体

的には,国 際的なレベルにあってはISO(国

際標準化機構)/IEC(国 際電気標準会議)の場

で,国 内 レベルにあってはJISの 場で,そ れ

ぞれ標準化が推進 されるべ きであ り,団 体 レベ

ルにあっては,JISの システムと整合 ・連携

をとりつつ体系的に行われるべ きである。

(2)標 準の普及

情報技術分野の標準化は先行的に進め られる

必要があるが,そ のためには標準の作成のみな

らず,作 成 された標準の普及事業が重要である。

そのため,標 準の適切な運用のためのデモンス

トレーションの実施,技 術コンサルティングの

充実,技 術開発との有機的連携,試 験方法標準

の充実等を進め る必要がある。

(3)国 際協力の充実

我が国の経済力,技 術力に応 じたISOAEC

等の国際標準化活動への積極的な貢献を行 うと

ともに,技 術進歩に対応す るために海外の・}三婆

な標準化機関 とのバイラテラルな協力作業 によ

る標準案の作成,普 及等の協力 を推進すべきで

ある。

各論 は,ネ ッ トワーク関連技術,ホ ーム

バ スシステ ム,光 メデ ィア,ソ フ トウ ェア

及 びシステ ムの信頼 性 ・安全性 向上対 策 に

っい ては,第1次 報告 書以後 の情 勢の変化
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に即 した標 準化 の方 向の検討 をす るとと も

に,新 た にマルチメデ ィア,デ ータベ ース,

オ フ ィス オー トメーシ ョン(OA),ICカ

ー ド等 につ いての標 準化 の方 向の検討 を行

った。

(1)ネ ッ トワーク関連技術

情報通信 ネットワークの憲法 とも言うべ き,

OSI(開 放型 システム閥相互接続)関 連の基本

規格のJIS化 による整備を引き続 き進めると

ともに,サ ブセットの組合せか らなる相互接続

仕様書の開発,デ モンス トレーシ ョン,ゲ ー ト

ウェイ等の調査研究の推進及び伝送技術の多様

化に対する対応,国 際協力の推進策を提示 した。

(2)ホ ームバスシステム

今後の家庭生活 と情報技術との接点 とも言 う

べ き,ホ ームバスシステムの基本仕様を提示す

るとともに,今 後の標準化の方向を提示 した。

(3)光 メディア

ファイルメデ ィアとして将来有望視 されてい

る光 メデ ィア(追 記形,書 き換え形,再 生専用

形)に っいて,技 術動向,標 準化動向を分析 し,

今後の標準化の方向を提示 した。

(4)マ ルチメディア

光デ ィスク等の蓄積系のメデ ィア,CATV・

ビデオテックス等の通信系メデ ィアの多様化 と

ともに,取 り扱 う情報 も音声,イ メージ,デ ー

タ等多様(マ ルチ)化 が進んでいる。このため,

今後のマルチメデ ィア情報化時代に対応す るた

めに技術動向を分析 し,高 度情報処理,情 報や

メデ ィアの効率 的運 用,マ ンマシン インタフ ェ

ースの改善 の観 点か ら標 準化 の考 え方 を提示 し

た。

(5)ソ フ トウェア

情報 シス テム構築 の要 であ りなが ら標 準化が

立 ち遅 れて い るソフ ト分野 につ いて,ソ フ トウ

ェアの生産性 向上,移 植 性の向上等 を図 り,発

展 を促 進す る観 点か ら,プ ログ ラ ミング言語,

コ ン ピュータグ ラフ ィクス,文 書構 造,OS(オ

ペ レーテ ィングシス テム)イ ンタフ ェース,1/O

(入 出 力)イ ンタフェース,ソ フ トウェア開発

とシス テムの文 書化等 の今後の標準化 の方向 を

提示 した。

(6)シ ス テムの信頼性 ・安全性 向上対策

健全 な情 報化社会 の実現 のため,高 信頼化技

術 に関す る客観的 な基 準が求 め られ てい ること

か ら,こ の よ うな ガイ ドラインの設定 と,そ の

定着 ・普及 の観点 か ら評価尺 度 ・方 法の確立 を

促 した。 また,今 後 の重点 的取 り組 み を必要 と

す るソフ トウェア分野 及 びネ ッ トワーク分野 に

お け る高信頼 化技術 の標 準化方 向 を提示す ると

と もに,国 際的 な取組 みが必要 で あ る旨の提案

を行 った。

(7)デ ー タベ ー ス

情 報処理 システムの運 用上で情報 図書館 の役.

割 を果 たすデ ータベ ースの構築 と維持,提 供 と

利用,ネ ッ トワ・一ク,デ ータ保護等 に関 して体

系的 な標 準化 を進 め るために,デ ータベース構

成技術 の標準化 の方向 を提示 した。

(8)オ フ ィス オー トメー ション(OA)
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事務処理 と情報技術の融合の中で,人 間にな

じみやすい機能(文 書の扱いや処理形態等)の

重要性を踏まえなが ら,OAの 高度で幅広い展

開 ・普及を図 るため,ネ ットワークやソフトウ

ェア等 に関 し必要 な標準化の課題と方向につい

て考 え方を提示 した。

(9)lCカ ー ド

これか らの社会において画期的な役割を果た

すのではないかと注目されてい るICカ ー ドの

多 目的 ・多機能化 を生 かす上で,基 盤 となる

標準化の積極的推進を目指 し,当 面ISOで 標

準化が進められている物理的仕様等のJIS化

を図ることとし,次 いでICカ ードシステムが

社会 システムの中で健全に発展するよう標準化

の進め方を提示 した。

参考資料1(委 員名簿)

日 本 工 業 標 準 調 査 会

情報技術標準化特別委員会名簿

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

山下 勇 三井造船㈱ 相談役

猪瀬 博 東京大学 教授

潮 恒郎 三菱電機㈱ 副社長

小澤 春雄 通信機械工業会 専務理事

隠田 毅 ㈱ダイエー 取締役

神野 政数 東京電力㈱ 常務取締役

城阪 俊吉 松下電器産業㈱ 副社長

熊谷 善二 ㈱ 日立製作所 常務取締役

小林 胸 ㈱東芝 専務取締役

佐々木 正 シャープ㈱ 副社長

佐藤 孝平 電子技術総合研究所 所長

篠原 滋子 ㈱現代情報研究所 所長

清水 注 脚金融情報システムセンター

副理事長

鈴木 健 曲日本電子工業振興協会

常務理事

高井 敏夫(社 旧本電子機械工業会

専務理事

高橋 敏朗 沖電気工業㈱ 常務取締役

田幸 敏治 東京理科大学 教授

田原 昭 中小企業事業団 理事

堤 佳辰 日本経済新聞 論説委員

委 員
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

中原 恒雄 住友電気、じ業㈱ 副社長

二宮 昭一 富士通㈱ 専務取締役

花岡 信'P㈱ 住友銀行 専務取締役

早房 長治 朝日新聞 論説委員

原田 稔 情報処理振興事業協会 専務理事

堀内 道夫 ㈱新学社 取締役

前田 典彦 紺1青報サー一一ビス産業協会

専務理事

丸森 隆吾 ㈱ソフトウェア ・リサーチ ・

アソシエイツ 社長

三井 信雄 日本アイ・ピー ・エム㈱

専務取締役

村上 治 日本電信電話㈱ 取締役

技術企画本部長

元岡 達 東京大学 教授

森 五郎 働旧本規格協会 理事長

森園IE彦 ソニー㈱ 副社長

山内IE彌 日本電気㈱ 副社長

山辺 巌 大日本印刷㈱ 常務取締役

横田 ご郎 東京急行電鉄㈱ 専務取締役

和田 弘 紛情報処理学会 規格委員会長
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参考資料2(第2次 報告書の概要)

第2次 報告書の内容一覧

総 論

1.標 準 の体系的 {U標 準の意義と体系的在り方

運用 ●標準には一定の要件が必要

●国際 レベル,国 内 レベルでの一元的標準化 システ ムの必要性

●団体規格,JIS,ISO/IECの 体系的運用の必要性

(2)JIS作 成の弾力的運用

●計画や原案の先行的公表

〔3}民 間活力の一層の活用 と調整の方策

●先端分野への取組み体制の強化

●JISシ ステムの下での効率化

●ISONET(ISOネ ッ トワーク)等 の活用による国際的連携の強化

〔4}JISの 規定内容,様 式等の多様化`

●先端技術への対応が可能となるようJIS様 式等の多様化促進と番号体系化

2.標 準の普及 (D講 習会,セ ミナー等及 び規格のデータベース化による普及

{2}デ モ による検証,試 験方法規格の開発等

〔31技 術 コ ン サ ル テ ィン グ の充 実

●規格を補完する作業の必要性

④ 技術開発との有機的な連携策

3.国 際 的な対応 ほ}国 際標準化活動への貢献

●新TC(技 術委員会),新 規プロジェクト等の積極 的提案

(2}JISと 国際規格 との連携強化

●トップの理解による専門家の確保

●自動翻訳等規格作成の装備化

〔3)二 国間協力の推進

●ANSI(米 国規格協会),EC等 との二国間協力の推進
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各 論

1.ネ ッ トワ ー ク

関 連 技 術

川 現 状

●国際標準OSIの 導 入が次第に進んでいる

●通信技術の多様化,高 度化が進んでいる

(2)今 後の標準化の方向

●国際標準化の動向に沿 ったJISの 制 定

●OSI相 互接続仕様書の開発(サ ブセ ットの選択等)

●ユーザーに対する普及活動,デ モンス トレーション等の充実推進

●新通信技術に対応 した標準化調査研究の推進

●ゲー トウェイ,OAネ ッ トワーク,光LAN等 の調査研究の推進

2.ホ ー ム バ ス シ

ス テ ム

〔1)現 状

●セキュリテ ィやエネルギー管理等部分的なホームバスの導入

●住宅におけるホームバスインフラス トラクチ ュアの普及

(2)今 後 の標準化 の方向

●現在 コンセンサスの得 られつつある 「ホームバスシステム基本仕様」の標準化の推進

●この基本仕様に浴った部品,外 部接続,マ ンマシンインタフェース標準化調査研究の推進

3.光 メ デ ィア 〔1)現 状

●追記形,書 き換 え形,再 生専用形等の光デ ィスクの製品化の進展

(2}今 後 の標準化の方向

●追記形について,130mm径 の もののJIS作 成 推進

●書 き換 え形については,追 記形130mmと の互換性に配慮 しなが ら標準化調査研究推進

●再生専用形 として,CD-ROM,0-ROMの 標 準化調査研究推進

●光デ ィスクの耐久性試験方法の標準化調査研究の充実

4.マ ル チ メ デ ィ

ア

山 現 状

●個 々メデ ィアの技術進歩がみ られる ものの互換性や変換の ヒで問題が生 じている

〔2[今 後の標準化の方向

●長期的には,印 刷系,表 示系,処 理系,蓄 積系,通 信系メデ ィア間の1ヨ1換性確保や

変換の容易化が必要

●統合端末,ワ ークステーション化のために果 たすべ き標準化の役割に関す る調査研

究が必要

●当面は,各 種情報サービスシステム間,デ ィジタル伝送形式,フ ァイル形式等の標

準化が必要

●ビデオテ ックスについて一部互換性のない部分については標準化が必要

5.ソ フ ト ウ ェ ア m現 状

●ソフ トウェアにおいては,生 産性の向上,移 植性の向上,使 用性の向 ヒ等が求め ら

れている

〔2}今 後の標準化の方向

●プログラ ミング言語について日本語機能までを含めた標準化

●コンピュータグラフ ィクス等 ミドルソフ トウェアに関 して,言 語接続までを含めた
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標準化
●文き亭構造,文 書交換等の ソフ トウェアに関する標準化

●ソフ トウェア開発 とシステムの文書化に関す る標準化

● ソ フ トウ ェ ア 開 発 に お け る オ ブ ジ ェ ク トモ ジ ュー ル,ロ ー ドモ ジ ュー ル形 式 の 標 準 化

●OSイ ンタフェースの標準化調査研究

●1/Oイ ン タ フ ェ ー ス の 標 準 化

6.シ ス テ ム の イ,1 ほ)現 状

頼性,安 全性向 ●高信頼化対策技術への強い二一ズ

ヒ対策 ●米 国 に お け る フ ォ ー ル ト ト レ ラ ン トコ ン ピ ュ ー タの 商 用 化

〔21今 後の標準化の方向

●現在の原案のJIS化 促 進(「 高信頼性対策技術の基準」)

● ネ ッ トワ ー クに お け る セ キ ュ リテ ィ対 策 の 調 査 研 究

● マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ,ソ フ トウ ェア の 分 野 で の セ キ ュ リテ ィ対 策 の 調 査 研 究

●信頼性評価基準,モ デル等の標準化調査研究

7.デ ー タ ベ ー ス 〔P現 状

●データベースの語用が進んでいるが,要 素技術のアンバランスがある

●データベース構築 に関す る統一的な議論 と要素の標準化が必要

{21今 後の標準化の方向

●データの種類別によるデータ表現,書 式の標準化調査研究

●データベース作成技術に関す る標準化調査研究

●各種の情報蓄積媒体,情 報伝送媒体,出 力表示手段等についての相互接続技術に関

し,マ ルチ メデ ィア標準化調査研究 との連携による標準化調査研究

●データベースのためのソフ トウェア体系に関する標準化

●データベースアクセスプロトコル等異機種 システムの接続に必要なプロトコルの標準化

●情報検索技術に関する標準化調査研究

●知識データベースと知能 システム技術に関する標準化調査研究

8.オ フ ィ ス オ ー (D現 状

ト メ ー シ ョ ン ●OA機 器 の 普 及,今 後 は シ ス テ ム化,ネ ッ トワ ー ク化 を通 じて 真 の オ フ ィ ス オ ー ト

(OA) メ ー シ ョン へ 進 行 中

(2}今 後 の標準化の方向

●マンマシンインタフェースの向上のための標準化(音 声入力,認 識形入力等)

●OAネ ッ トワークの標準化調査研究(サ ービス機能やプロトコル)

●OA用 ソ フ トウェアの標 準化調査研 究(ワ ープロ用 ファイル,漢 字 コー ドの拡張,

1/0イ ン タ ー フ ェー ス等)

9.ICカ ー ド {D現 状

●実験 システムの開発に多方面で着手

{2}今 後の標準化の方向

●ICカ ー ドの物理的仕様(ハ ー ド面)のJIS化

●ICカ ー ドの ソ フ ト面 の 標 準 化 調 査 研 究(カ ー ドラ イ フ サ イ ク ル ・トラ ン ザ ク シ ョ ン

プ ロ セ ス上 で の セ キ ュ リテ ィ ー等,識 別 コ ー ル ド等 に 関 し)
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参考資料3(審 議経過)

(第1次 報告書の取 りまとめ)

昭和59年8月22日 第356【ll1標準 会議(特 別委員会の設置決定)

昭和59年8月27日 第1回 情報標準化特別委員会

昭和59年12月18日 第4回 情報標準化特別委員会(報 告 書の取 りまとめ)

昭和59年12月19日 第360回 標準会議(第1次 建議)

(第2次 報告書の取 りまとめ)

昭 和60年3月29日 第5回 情報標準化特別委員会(第2次 の検討開始)

昭 和61年3月6日 第8[口1情報標準化特別委員会(報 告書の取 りまとめ)

昭 和61年3月11日 第372[・]標準会議(第2次 建議)

〈参考図〉

情報技術の標準化

安全性1

ユ
・ 「… ワ一型

月㌔ 慌 「

⑤

匝

w
高度 ネ・ソトワーク

{OSIプ ロ トコル 等)

樋魍難

社会 システム
高度情報化社会
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会員サロン

OA化 推進の中核的機関 として

実務的な視点から事業を展開

わが国産業の国際競争力は海外において も高 く

評価 されていますが,こ れはわが国産業が技術革

新な らびに生産性向上に努めて きたことによりま

す。この生産性向上は,主 として生産部門におい

て達成 された ものであ り,オ フ ィスにおける生産

性は生産部門と比べ大 きな格差 を生 じてお ります。

このため,今 後 さらに産業の国際競争力 を維持 し,

確固たるものにしてい くためには,生 産部門のみ

ではな くオフィス部門を含めた総合的な生産性向

上を図る必要があ ります。

オフィス部門の生産性向上をはか るには,オ フ

ィスの機能を分析 し,人 間,情 報および機器の効

率的な結合によって,オ フィスの生産性 を向上 さ

せるシステムとして,オ フィスオー トメーション

(OA)の 促進が不可欠 とな ります。

ここで,真 に効果的なOAと それを早期に実現

す るためには,単 にメーカの開発力に依存するだ

けではなく,む しろユーザのニーズに適 した利用

技術を開発することが極めて重要 とな ります。

このよ うな背景の もとに,当 協会は昭和56年

に設立 され,現 在約380社 の会員がお りますが,

当協会の特徴は会員構成がメーカとユーザに二分

され,相 互に情報交換を行いつつ事業活動を実施

しているところにあります。

当協会の事業としては,以 上の目的に対応でき

るような情報提供が基本 となつてお り,先 進技術

や先進 ユーザのOA化 事例等を広 く紹介,理 解 さ

せ ることによって第三者が,効 率的に健全なOA

化を進められることを目標 としてお ります。

実施事業の柱 としては,オ フィスの実態 と将来

予測等 に関す る各種の調査研究活動,先 進ユーザ

の実例等をセ ミナー,シ ンポジウムにより一般に
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社 団法 人'日 本 オフィスオー トメー ション協 会

理事・事務局長 鈴木耀太郎

啓蒙す る教育活動,欧 米における最新情報を入手

するための海外調査,ま た認定活動 としてワープ

ロコンテス トや優秀なOA推 進企業を審査,表 彰

するOA賞 などがあげられますが,こ れ らに対 し

て実務的な視点か ら取組んでお ります。

さて,当 協会設立当時のわが国におけるOA化

は,主 にオフィス業務における事務改善の側面か

らの生産性向上を背景に進められてお りましたが,

その後テーマが拡大 され全社データベースネット

ワースや,さ らに企業間ネットワークの利用等経

営戦略に直結 した高度な情報処理能力の向上が強

く指向 されてお ります。

このようにOA化 の課題は技術的にも内容的に

も拡大化され,当 協会の役割 も増々重視 されるも

の と認識 してお ります。 またOA化 の課題 とは広

い意味では情報化促進 にかかわる課題であ り,J－

IPDECの 事業 目的 とも共通するわけですが,当

協会の情報化の意味のとり方は,あ くまで経営 ・

管理 を重視 した情報化であ り,シ ステムの中を通

る情報その ものがいかに効果的に使われるかを明

確化 し実践することを基本 としてお ります。この

ため産業情報化推進にかかわる諸課題等はJIPD-

ECに おいてマクロな視点か らアプローチ して頂

くこととして,個 々の事業体におけるユーザサイ

ドの実務的な課題については当協会が対応すると

いう形で共存,連 携 させて頂 きたい と思います。

最後に,本 誌の特集では,タ イムリーに重要テ

ーマを掲 げられてお り,大 変参考にさせて頂いて

お りますが,情 報化に関 しては広範かつ複雑な問

題が山積 されてお り,よ り多 くの人々に理解 して

もらう必要性が増 してお ります。 このため,今 後

も常に新しい問題 を詳細にかつわか りやす く紹介

して頂 くことを期待 してお ります。 以上
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JlPDECだ より

◇61年 度事業計画など承認 テム開発技術者の育成に関す 究

さる3月12日,本 年度第3回 る調査研究 〔情報処理技術者試験〕

理 事会が開催 され,昭 和61年 度 〔コンサルテーション・普及 ・啓 〔産業の情報化推進〕

、、撲 計敵 び収 好 算が承え忍さ 蒙〕(1)ビ ・ネ・ ・フ・トコル鮮

れた。}1な61年 度 事業は次の通(1}コ ンサルテーション 化等に関する調査研究

りである。 〔2}シ ンポジウム等の開催 〔2)・ 一 ドの標準化に関する調

〔調査 ・研究 ・開発〕 〔3}情 報化月間行事 査研究

(1)オ ンライン制度に関す る調 ① 総合広報の実施 〔3}産 業界のシステム構築のあ

査研究 ② 展示会の開催(地 方5都 り方に関する調査研究

〔2)コ ンヒュ_タ.ユ_ザ 動向 市)〔4)企 業間 システム構築に係る

調査 ③ 情報化国際講演,討 論会 ユーザ動向に関す る調査

(3}プ ライバシ_保 護に関す る の開催 〔5)ネ ットワーク応用技術動向

調査研究 ④ 講演会の開催(地 方5都 に関する調査

(4)セ キュリテ ィ対策に関する 市){6}産 業界のシステム化に係る

調査研究(4)国 際交流 法制度問題調査

{5)情 報化基盤整備に関する調(5)広 報 〔7)企 業間システム運用基準に

査研究(6)会 員に対するサービス活動 関す る調査

〔6)海 外の情報処理及び関連法 〔教育〕(8)産 業の情報化に係る広報

制度等に関する調査研究{D上 級情報処理技術者の教育(9)産 業情報化セ ミナー

〔7)シ ステム監査支援ツールの(2}中 小企業のための情報化促 また当理事会において,役 員の

調査研究 進教育 選任 につ いて審議 され,3月31

(8}知 的情報処理 システムの導(3}身 体障害者のための情報処 日付で西脇敏彦専務理事,河 村篤

入 。活用に関す る調査研究 理教育 信常務理事・内田善一監事が退任

(9)自 然言語の コンピュータ解(4)調 査研究活動 することになった。

折屈辞書に関する調査研究 〔5)普 及啓蒙活動 なお,3月19Elに は評議員会

(10}地 域内オンライン ・ネット16}企 業内等教育用教材の開発 を開催 し,昭 和60年 度事業の実

ワークによる情報流通 システ ・普及 施状況及び昭和61年 度事業の方

ムに関する調査研究(7)情 報処理技術者養成のため 向等について報告が行われた。

qoマ イクロコンピュータシス のCAIシ ステムに関する調査研
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JIPDECだ より

☆ilT研修講座のご案内を致 します

コ ー ス 名 定員 期 間

システム設計関連

第21回SE養 成 30名 61・5・13～61・9・16

オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム 設 計 20名 61・6・2～61・6・6

デー タベ ースの導 入 と運用 20名 61・6・9～61・6・11

ビ ジ ネ ス ・シ ス テ ム ・コ ン サ ル タ ン ト 20名 61・6・16～61・6・19

経 営 ・管 理 関 連

効果的な外注管理の進め方 30名 61・6◆23～61・6・25

コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リ テ ィ 20名 61.5・26～61・5・28

DP部 門 の マネー ジメン ト戦略 20名
61・6・17～61・6・18

61・6・24～61・6・25

経営者 ・管理者 のためのパ ーソナル コン

ピュータ経 営セ ミナー
40名 61・7・2～61・7・4

経営 戦略 とサ ポー ト ・システ ム 20名 61・7・14～61・7・16

OA教 育推進担当者養成 20名 61・6・17～61・6・20

システ ム監査 20名 61・5・16～61・9・19

製品市場戦略研修 20名 61・5・14～61.5・16

ソ フ トウ エ ア ・エ ン

ジ ニ ア リ ン グ 関 連

ソ フ ト ウ ェ ア ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ 概 論

20名 61.5・28～61・5・30

20名 60.9・3～61・9.5

最新 ソフトウェア技術動向 20名 61・6・10～61・6・13

事務 デー タ処理の ソフ トウ ェア工学 20名 61・7・15～61・7・18

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ ー の た め の ソ フ

ト ウ ェ ア 工 学
20名 61・7・29～61・8・1

CAD/CAM
CAD/CAMの ソ フ トウェア開発 20名 61◆6・30～61・7・4

CAD/CAMの 運用 と組織 20名 61・7・7～61・7・11

夜 間 コ ー ス

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア(夜 間) 60名 61・5・13～61・10.2

シ ニ ア ・フ。ロ グ ラ マ ー(夜 間) 70名 61・5・13～61.10●2

新 設 コ ー ス

中堅SEの ための提案型設計行動力修得 20名 61・6・2～61・6・5

エ キ ス パ ー ト シ ス テ ム 20名 61・6・23～61・6・27

経営戦略策定のためのポケコン講座(夜間) 30名
、

61・6・12～61・7・22

中小企業経営者・管理者のためのOA講 座 30名 61・10・16～62●10・17

※昼間コースの研修時間は9:30～10:30で す。

※夜間コースの研修時間はり8:00～20:30で す。

※お申込み,問 合せ先 情報処理研修センクーttO3(435)6506
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お 知 ら せ

米 国商 務省/ミ シガ ン州商 務 省主 催

]コ ンピュータ・インダストリ・トレー ド・ミッシ…ヨン 、

6月2911よ り約10日 間 に わ た り,米 国 よ りコ ン ピ

ュ_タ.ソ フ トウ ェア,ハ ー ドウ ェア 企 業 が視 察

及 び パ ー トナ ー捜 しの た め来 日 し,東 京(6/30～

7/2),大 阪(7/3～4),福 岡(7/7)等 を 訪問 い

た します 。 この ミッ シ ョンは ド記 の企 業 で形 成 さ

れ,生 産 管理 ソ フ ト,P.C.関 連 ソ フ ト,技 術計算 ソ

フ ト等の製品 を日本 に紹介 した い と考 えて お ります。

詳細 に つ きま して は,ド 記 まで ご連 絡 ドさい 。

来 日 企 業

AltosComputerCo・

CoreTechnologyCorp・

DecisionWareCorp.

Pradeep,lnc.

Ladders/WRBAssociateslnc.

MegaSystems,Inc・

NissecSchlumbergerCo.Ltd./AppliconDivision

Perceptr。n,1nc・

RabbitSoftwareCo.

RoboticPeripheralslnc.

SmallComputerlnc・

StephenComputerSetvices・1nc・

(お問合せ)米 国大使館 商務部03-583-7141内 線7933山 口

ミシガン州商務省 在日事務所03-582-3711宮 崎

編集だより

人ll知 能 に関す る研究 開発 が国

際 的 レベル で進 んでい ます。 同時

に,そ の考 え方の 一部 を応用 した

エキ スパ ー トシステムの商品化 も

積極 的 に展 開 され ています。 コ ン

ピュー タが誕生 してか ら約40年,

人 間 の英知 と努 力は単な るArith-

meticmachineをKnowledgemac-

hineへ と"ヘ ンシン"さ せ よ うと

して います 。 しか しなが ら,本 当

の意味 の人1二知能 を実 現 させ るた

めには,ま だまだ大 きな関 門がひ

か えてい ます 。我 々,人 間は,す

ば らしい ことにあ らゆ る場 面 にお

いて数 多 くの例外 に対応 で きます 。

これ が人間の"性 能 の よさ","面

白 さ"で あ り,こ れ か らの人工知

能 に課せ られた課題 であ るよ うに

思わ れます。

人 工知 能 は医療 を始 め,機 械 翻

訳,教 育な ど様 々な分野 にいか さ

れ よ うとしてい ます 。 これ らの シ

ステムが知 識労働者 の生 産性 を高

め,我 々人間 の力強 い助,言者 とな

る ことが望 まれます。

昭和61年3月 発行

jlPDECジ ャ■ナルN・ ・65
◎1986

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都 港区芝公 園3丁 目5番8号 機械振 興会館内

垂1～f更番=}一;'105題 言舌03(432)9384

※本 誌送付宛先 の変 更等 については 当協会 調査部(03-432・-9384)ま で 宛名 ラベ ル下の コー ドNo・とともに

ご連 絡下 さい。
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最近の報告書 ・刊行物ガイ ド
【TITLE】

・OA化 の 新 しい波 一 ア メ'リカの現状 と今後 の展 望 一

・OAの 社 会的 影響 に関 す る調査 研究

・欧 州 の デー タベ ー ス

・オ ンライ ン需要 調査

・1985年 版 コ ンピュー タ利 用状 況 調査集 計結 果

・高密 度 通信 処理 に おけ る分 散情 報統 合利 用 システ ムに

関 す る研 究 開発
・コ ンピュー タシ ステム のセ キ ュ リテ ィに関 す る調査 研 究

・コ ンピュー タ シス テム のセ キ ュ リテ ィに関 す る海外 調 査研 究

・コ ンピュー タシス テム のセ キ ュ リテ ィ技 術 の 開発

・産 業 界 にお け る情 報 処理 の相 互運 用性 をめ ぐ る課題

・システ ムハ ウ スの実 態調 査

・'84情 報 化国際 講演 ・討 論 会会 議録 高度情 報 化へ の 対応

・情 報環境 の進展 が及 ぼ す社 会構 造へ の 影響 と望 ま しい情 報

メデ ィアに関 す る研 究
・世 界 コ ンピュー タ年鑑

・ソフ トウエ ア開発 ・運 用の 高度 化 ・効 率化 方 法 に関 す る調査 研 究

一 開発 計画 一

・ソフ トウ ェア開発 ・運 用 の高度 化 ・効 率化 方法 に関 す る調査 研究

一 開発 一

・地域 内 オ ンラ イ ンネ ッ トワー クに よ る情 報流 通 システ ムに

関 す る調査 研究
・デー タベ ー スサ ー ビスの新 しい展 開

・'84日 独 情 報技 術 フ ォー ラム

German-JapanForumonInformationTechnology

・ニ ュー メデ ィア に よ る情 報提 供 の可能性

・ネ ッ トワー ク網 領 再 言 一 新 通信 制度 をめ ぐる新 た な課題 一

・パー ソナ ルコ ン ピュー タ利 用技 術 の近未 来

・文章情 報 デー タベ ー ス総 合利 用調査 研究

・米国 に おけ る情 報処 理 の 高度 化の現状

・マ イ クロコ ンピュー タ応 用 システムの 開発技 術

・マ イクロコ ンピュー タ応 用 システム開 発技術 者 の育 成

・マ イ クロコ ンピュー タの ソ フ トウ ェアの基礎

・マ イ クロコ ンピュー タのハ ー ドウ ェアの基礎
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